
 

『地価の上昇・上昇率拡大鮮明に 全国商業地５０％で－国交省』 
 

 国土交通省はこのほど、令和5 年度都道府県地価調査を取りまとめ発表した。全体的な特徴を以下の

ように示した。○コロナ禍ののち、景気が緩やかに回復する中、地域差はあるものの、三大都市圏を中心

に上昇が拡大した。○地方圏においても住宅地、商業地ともに平均で上昇に転じるなど、地価の回復傾

向が全国的に進んだ。 

 個別の特徴としては、【住宅地】○都市中心部や利便性に優れた地域で、住宅需要は堅調であり、地

価上昇が継続している。○都市中心部の地価上昇に伴い、周辺部にも上昇の範囲が拡大。特に、地方

四市の中心部の需要の波及で、周辺の市等では高い上昇を示す。○生活

スタイルの変化による需要者のニーズの多様化により、郊外部にも地価上

昇の範囲が拡大している。【商業地】○都市部を中心に、コロナ後の人流回

復を受け店舗需要は回復傾向となり、オフィス需要も底堅く推移した。○イン

バウンドを含めた観光客の回復傾向を受け、観光地の地価が回復傾向と

なった。○再開発事業等で、利便性・繁華性向上への期待感からも上昇傾

向が見られる。また、大手半導体メーカーが進出する地域では、従業員向け

住宅用地等や、関連企業の事務所用地等の需要で、住宅地、商業地、工業

地ともに高い上昇となっている、と分析している。 
 

『男性育児休業取得率５２．２％ 金融・保険が最高の８２．７％』 
 

 東京商工リサーチは２０２３年３月期決算の上場２４５６社のうち、有価証券報告書に男性の育児休業

取得率（男性社員が育児休業や育児目的休暇を利用した人数÷配偶者が出産した人数）を記載した

１５２２社の同取得率を調査、その結果を発表した。それによると、平均取得率は５２．２％だった。産業別

の取得率で最も高かったのは金融・保険業で８２．７％、最低は卸売業で４２．１％。同社は「男性の取得

には、まだ本人や周囲の不慣れな対応からネガティブなイメージが付きまとうが、男性が育児に主体的

に取り組む雇用環境の整備は時代の流れで、ようやく一歩を踏み出し

た」とみている。 

 育児休業の取得率を見ると、最多が「２０％以上３０％未満」で１９６社。

以下、「１０％未満」が１８９社、「３０％以上４０％未満」が１８３社と続いてい

る。「１００％以上」は１５５社と１割だった。一方、該当者なしを含む取得率

ゼロは１４２社。産業別では、最高は金融・保険業だが、その理由につい

て、同社は「女性の就業者が多く、育児休業への理解もあり、取得しやす

い」ことを挙げている。逆に低いのは卸売業、サービス業（４６．４％）、建設

業（４７．５％）、小売業（４９．４％）の４産業で、５０％を下回った。 
              

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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